
男女共同参画に関する市民意識調査報告書 概要版 

（平成 28 年度） 

✤ 調査の目的 
  
 

 市民の男女共同参画に関する意識や実態を把握し、「第３次さいたま市男女共同参画のまちづく

りプラン」の改訂（平成 30 年度）及び今後の市の男女共同参画施策の推進に反映させることを目

的とする。 

 

✤ 調査の方法 
  
 

（１）調査地域：さいたま市全域 

（２）調査対象：市内在住の満 20歳以上の男女 5,000 人 

（３）抽出方法：日本人 住民基本台帳に基づく層化多段無作為抽出 

外国人 住民基本台帳に基づく単純無作為抽出 

（４）調査方法：郵送配布、郵送回収（礼状兼督促状１回送付） 

（５）調査期間：平成 28年８月１日～８月 22 日 

    (注記)平成 28 年９月９日回収分まで反映している。 

 

✤ 回収結果 
  
 

 
 

✤ この報告書の見方 
  
 

（１）図表中の「ｎ」（number of caseの略）は、各設問の回答者数を示し、比率算出の基数で 

ある。したがって、複数回答の設問では、すべての比率を合計すると100.0％を超える。 

（２）調査結果の比率は、小数第２位を四捨五入して算出した。したがって、すべての比率を合 

計しても100.0％にならないことがある。 

（３）図表中の「○○（計）」の数値は、図表上の数値を単純合計したものである。 

（４）図表中の選択肢の表記は、場合によっては語句を一部簡略化してある。 

（５）クロス集計の図表については、表側となる設問に「無回答」がある場合、これを表示しな 

い。ただし、全体の件数には含めているので、各分析項目の件数の合計が、全体の件数と 

一致しないことがある。 

  

配布数(票)
(Ａ)

有効回収数(票)
(Ｂ)

有効回収率(％)
(Ｂ／Ａ)

男　性 2,527 761 30.1

女　性 2,473 1,125 45.5

性別不詳              － 92              －

合　計 5,000 1,978 39.6
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✤ 回答者の属性 
  
 

（１）性別 

 
 

 

 

 

 

 

（２）年齢 

 
 

 

 

（３）就労状況 

 
 

（４）家族構成 

 
 

 

 

  

有効回答 1,978 件のうち、「男性」が 761 人 

（38.5%）、「女性」が 1,125 人（56.9%）となっ

ている。 

年齢は、「20 代」が１割未満、 

30 代以上ではそれぞれ２割前後 

となっている。 

就労状況は、男性は「会社員・

団体職員」が約５割、「無職」が約

２割となっており、他の項目は１

割未満となっている。女性は「会

社員・団体職員」、「パート・アル

バイト」、「家事専業」がそれぞれ

２～３割となっている。 

家族構成は、「２世代世帯」が約

５割となっている。 

無回答

4.7%

女性

56.9%

総数

1,978

男性

38.5%

8.6 

9.7 

8.5 

14.8 

12.6 

17.4 

18.0 

19.1 

18.8 

17.3 

18.7 

17.9 

21.6 

23.1 

22.2 

15.0 

16.6 

14.9 

4.7 

0.3 

0.2 

全体（1,978）

男性（ 761）

女性（1,125）

無回答

(%)n 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

31.1 

49.0 

21.5 

6.3 

9.9 

4.4 

16.3 

6.2 

24.4 

4.9 

7.2 

3.7 

16.9 

0.3 

29.4 

1.6 

2.2 

1.2 

15.7 

21.9 

12.6 

2.0 

2.6 

1.7 

5.2 

0.7 

0.9 

全体（1,978）

男性（ 761）

女性（1,125）

無回答

会社員・団体職員

自由業

・自営業

公務員

・教員

パート・

アルバイト 家事専業

学生

(%)n 無職

その他

10.7 

11.2 

11.0 

25.2 

28.4 

24.9 

50.6 

52.3 

53.3 

6.5 

6.0 

7.3 

2.1 

1.7 

2.6 

4.9 

0.4 

0.9 

全体（1,978）

男性（ 761）

女性（1,125）

無回答単身世帯

１世代世帯

３世代世帯

２世代世帯 (%)n

その他



- 2 - 

 

✤ 調査結果 
  
 

 Ⅰ 男女平等に関する意識について  

（１）「男女共同参画社会」という言葉の認知度 

 

 

 

（２）「男は仕事、女は家庭」という男女の役割分担意識 

 

   

41.9 

24.5 

21.9 

24.6 

47.1 

45.6 

32.0 

26.8 

30.7 

1.6 

1.7 

1.8 

（1,978）

（2,162）

（1,931）

(%)

聞いたことはあるが

内容は知らない 知らない
無回答

知っている
n

さいたま市

【H23年度】

さいたま市

【H18年度】

さいたま市

【H28年度】

3.8 

5.7 

6.9 

5.7 

8.0 

7.9 

2.8 

3.4 

5.8 

27.9 

32.5 

35.2 

32.7 

33.7 

41.6 

24.0 

31.0 

30.7 

31.9 

27.6 

30.6 

27.9 

23.7 

26.8 

35.0 

31.8 

33.7 

25.6 

21.8 

18.3 

22.7 

21.9 

16.0 

27.8 

22.4 

20.3 

9.5 

9.1 

6.9 

10.0 

10.0 

5.9 

9.3 

8.0 

7.5 

1.4 

3.3 

2.2 

1.1 

2.7 

1.7 

1.1 

3.5 

2.0 

（1,978）

（2,162）

（1,931）

（ 761）

（ 811）

（ 743）

（1,125）

（1,064）

（1,083）

(%)

どちらかと

いえば賛成

わからない

無回答
賛成n

さいたま市

【H23年度】

さいたま市

【H18年度】

反対

31.7 57.5

38.4 50.6

41.7 45.6

49.5 42.8

どちらかと

いえば反対

賛 反

成 対

(計) (計)

（注記）『賛成（計）』は、「賛成」「どちらかといえば賛成」の合計

『反対（計）』は、「反対」「どちらかといえば反対」の合計

さいたま市

【H28年度】

さいたま市

【H23年度】

さいたま市

【H18年度】

さいたま市

【H28年度】

さいたま市

【H23年度】

さいたま市

【H18年度】

さいたま市

【H28年度】

《

全

体

》

《

男

性

》

《

女

性

》

26.8 62.8

34.4 54.2

36.5 54.0

38.2 49.4

42.1 48.9

男女共同参画社会という言葉の認知度は、「知っている」が 41.9%、「聞いたことはあるが内容

は知らない」が 24.6%、「知らない」が 32.0%となっている。 

 過去の調査結果と比較すると、「知っている」は増加傾向にあり、平成 23年度に比べ約 17 ポ

イント増加している。 

「男は仕事、女は家庭」という男女の役割分担の考え方に『賛成（計）』が 31.7%、『反対（計）』

が 57.5%で、『反対（計）』が過半数を占めている。 

性別でみると、『賛成（計）』は、男性（38.4%）が女性（26.8%）を 10 ポイント以上上回って

いる。 

過去の調査結果と比較すると、『賛成（計）』が減少し、『反対（計）』が増加する傾向にある。 
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（３）各分野における男女の地位の平等感 

 

 

 

 

 Ⅱ 家庭生活について  

（１）家庭生活における役割分担 

 
 

  

10.5 

1.9 

20.5 

36.2 

7.9 

18.4 

10.5 

11.7 

44.4 

14.6 

52.3 

45.5 

32.8 

55.0 

38.7 

62.5 

25.9 

65.9 

14.2 

10.4 

38.1 

13.5 

34.3 

13.9 

10.5 

4.7 

5.3 

1.4 

6.0 

3.2 

4.1 

4.6 

2.0 

0.8 

0.9 

0.1 

0.5 

0.4 

0.8 

0.6 

4.9 

10.5 

5.4 

5.2 

12.8 

7.9 

10.3 

5.6 

1.9 

1.7 

1.5 

1.3 

2.0 

1.6 

1.4 

1.1 

家庭生活の場

学校教育の場

職場

政治の場

地域活動の場

社会通念や慣習など

法律や制度上

社会全体

(%)

どちらかといえば、男性

の方が優遇されている

男性の方が非常に

優遇されている

平等

どちらかといえば、女性

の方が優遇されている

(計) (計)

54.9 12.5

男
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る

女
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る

女性の方が非常に

優遇されている

16.5  5.5

72.8  6.2

81.7  1.5

40.7  6.5

73.4  3.6

49.2  4.9

74.2  5.2

無回答

わからない

（n=1,978）

（注記）『男性の方が優遇されている（計）』は、「男性の方が非常に優遇されている」「どちらかと

いえば、男性の方が優遇されている」の合計

『女性の方が優遇されている（計）』は、「女性の方が非常に優遇されている」「どちらかと

いえば、女性の方が優遇されている」の合計

各分野における男女の地位は、８項目中５項目で『男性の方が優遇されている（計）』が過半

数を占めている。特に「政治の場」（81.7%）、「社会全体」（74.2%）、「社会通念や慣習など」（73.4%）、

「職場」（72.8%）などは『男性の方が優遇されている（計）』が７割を超え、多くなっている。 

一方、「学校教育の場」は「平等」（65.9%）が６割を超えている。 

 家庭生活における役割分担の中で、『炊事・洗濯・掃除などの家事』は女性が担う割合が最も

高く、「主に自分」が 78.9%となっている。『子どもの学校行事への参加』『育児や子どものしつ

け』も女性の約半数が「主に自分」としている。一方、男性は「主に自分」の割合が最も多い

『自治会などの地域活動』でも約２割にとどまり、すべての項目で男性が担う割合は低くなっ

ている。 
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 Ⅲ 就業について   

（１）女性が職業をもつことに対する考え方 

 

 

 

  

12.2 

78.9 

0.9 

46.1 

4.5 

26.5 

22.3 

42.0 

0.8 

46.8 

16.4 

10.2 

18.5 

15.6 

13.3 

10.7 

15.0 

15.5 

9.5 

7.5 

56.6 

2.0 

38.4 

1.2 

15.0 

1.9 

26.8 

11.0 

40.3 

1.0 

8.9 

4.1 

2.5 

1.7 

2.9 

3.2 

7.5 

5.9 

2.2 

1.2 

0.1 

0.2 

0.1 

0.2 

2.0 

2.2 

0.8 

0.4 

0.0 

0.1 

4.5 

3.5 

36.0 

31.6 

58.6 

51.6 

26.0 

23.1 

43.1 

38.8 

1.2 

1.1 

3.5 

3.7 

3.8 

4.0 

1.6 

2.2 

4.1 

4.5 

男性（ 761）

女性（1,125）

男性（ 761）

女性（1,125）

男性（ 761）

女性（1,125）

男性（ 761）

女性（1,125）

男性（ 761）

女性（1,125）

(%)

主に配偶者

（パートナー）

以外の家族

あてはま

らない

無回答

主に自分
n

自分と配偶者

（パートナー）

が同じくらい
主に配偶者（パートナー）

家族以外の人に依頼

炊事・洗濯・掃除

などの家事

親や家族の介護

育児や子どもの

しつけ

自治会などの

地域活動

子どもの学校行事

への参加

0.4 

0.7 

0.2 

2.6 

3.9 

1.7 

6.0 

7.2 

5.2 

37.7 

37.2 

38.4 

39.6 

37.6 

41.2 

4.7 

5.3 

4.3 

7.9 

7.8 

8.2 

1.1 

0.4 

0.9 

全体（1,978）

男性（ 761）

女性（1,125）

(%)

無回答

n

結婚するまではもつ

子どもができても続ける

もたない

方がよい

子どもができ

るまではもつ
子どもが大きくなったら再びもつ その他

わからない

女性が職業をもつことに対する考え方は、「子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再

び職業をもつ方がよい」（39.6%）、「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」（37.7%）

がそれぞれ約４割を占め、次いで「子どもができるまでは、職業をもつ方がよい」（6.0%）など

の順となっている。 
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（２）女性が結婚・出産後も働き続けるために必要なこと 

 

 

 

（３）女性が再就職をするために必要なこと 

 

   

76.6 

73.3 

63.2 

40.2 

36.8 

29.3 

5.1 

1.0 

1.6 

0 20 40 60 80 100 (%)

保育施設や放課後児童クラブ（学童保育）

の充実

フレックスタイム制の導入や労働時間の

短縮、育児休業などの制度の充実

家族の理解や家事・育児などへの参加

採用や昇進・昇給など職場における男女

平等の確保

仕事に対する相談や支援体制を充実させ

ること

その他

必要なことはない

無回答

女性自身が働き続けることに対する意識

を持つこと

（n=1,978）

72.8 

66.4 

54.4 

54.3 

49.7 

29.7 

3.4 

0.7 

1.4 

0 20 40 60 80 (%)

保育施設や放課後児童クラブ（学童保育）

の充実

フレックスタイム制の導入や労働時間の

短縮、育児休業などの制度の充実

再就職に対する家族の理解や家事・育児な

どへの参加

再就職に対する相談や支援体制を充実させ

ること

中途退職者の採用や昇進・昇給など職場に

おける男女平等の確保

その他

必要なことはない

無回答

女性自身が再就職に対する意識を持つこと

（n=1,978）

女性が結婚・出産後も働き続けるために必要なことは、「保育施設や放課後児童クラブ（学童

保育）の充実」（76.6%）が最も多く、次いで「フレックスタイム制の導入や労働時間の短縮、

育児休業などの制度の充実」（73.3%）、「家族の理解や家事・育児などへの参加」（63.2%）など

の順となっている。 

女性が再就職をするために必要なことは、「保育施設や放課後児童クラブ（学童保育）の充実」

（72.8%）が最も多く、次いで「フレックスタイム制の導入や労働時間の短縮、育児休業などの

制度の充実」（66.4%）、「再就職に対する家族の理解や家事・育児などへの参加」（54.4%）など

の順となっている。 
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（４）職場における男女の地位の平等感 

 

 

 

（５）男性の育児・介護休業等取得に対する考え方 

 

 

 

  

7.5 

9.4 

13.1 

7.2 

6.2 

3.8 

0.9 

22.9 

22.9 

30.4 

24.2 

21.1 

13.0 

3.6 

50.8 

51.5 

35.6 

50.4 

48.1 

62.8 

28.3 

2.5 

0.3 

2.4 

2.3 

9.5 

1.4 

24.9 

1.2 

0.3 

0.2 

0.2 

1.2 

0.4 

14.3 

8.8 

9.7 

11.9 

9.5 

7.9 

12.0 

20.9 

6.2 

5.9 

6.5 

6.2 

6.0 

6.6 

7.1 

(%)（n=1,255）

賃金

昇進や昇格

研修の機会や内容

採用時の条件

無回答どちらかといえば、男性

の方が優遇されている

わからない

男性の方が非常に

優遇されている

平等

どちらかといえば、女性

の方が優遇されている

女性の方が非常に

優遇されている

能力評価

仕事の内容

育児休業、

介護休業の取得

(計) (計)

30.4  3.7

男
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る

女
性
の
方
が

優
遇
さ
れ
て
い
る

32.3  0.6

43.5  2.6

16.8  1.8

4.5 39.2

31.4  2.5

27.3 10.7

16.7 

17.6 

16.0 

75.7 

74.5 

77.0 

1.7 

2.6 

1.2 

1.9 

2.5 

1.6 

0.6 

0.7 

0.6 

3.4 

2.1 

3.6 

全体（1,978）

男性（ 761）

女性（1,125）

(%)現実的には取りづらい

その他

無回答

積極的に取るべき
n

女性がするべきで、

取る必要はない

わからない

職場における男女の地位について、昇進や昇格は『男性の方が優遇されている（計）』（43.5%）

が４割を超え、「平等」（35.6%）を上回っている。一方、育児休業、介護休業の取得は『女性の

方が優遇されている』（39.2%）が「平等」（28.3%）、『男性の方が優遇されている』（4.5%）より

多くなっている。また、研修の機会や内容は「平等」（62.8%）が過半数を占め、採用時の条件、

賃金、能力評価、仕事の内容は、『男性の方が優遇されている』が約３割、「平等」が約５割と

なっている。 

男性が育児・介護休業等を取得することへの考え方は、「現実的には取りづらい」（75.7%）が

７割を超えており、「積極的に取るべき」（16.7%）などを大きく上回っている。 
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（６）男性が育児・介護休業等を取得しづらい理由 

 

 

 

（７）育児休業、介護休業等の取得状況 

 

   

56.1 

54.4 

47.3 

31.0 

22.8 

22.3 

22.1 

0.9 

1.7 

0.3 

0 10 20 30 40 50 60 (%)

職場に取りやすい雰囲気がないから

取ると仕事上周囲の人に迷惑がかかるから

仕事が忙しいから

取ると経済的に困るから

わからない

その他

無回答

周囲に取った男性がいないから

男性が取ることについて社会全体の認識が十分にないから

取ると人事評価や昇給などに悪い影響があるから

（n=1,497）

3.0 

12.0 

1.4 

1.2 

1.8 

1.7 

3.0 

5.1 

24.0 

12.9 

18.9 

11.1 

18.3 

11.3 

20.2 

14.0 

15.5 

3.4 

9.3 

4.1 

9.5 

4.2 

11.7 

4.7 

6.0 

2.7 

2.1 

2.7 

2.2 

2.5 

3.0 

1.8 

36.4 

47.5 

53.1 

58.8 

53.4 

58.2 

46.3 

52.0 

7.0 

10.9 

6.8 

10.0 

6.8 

10.1 

7.1 

10.0 

8.0 

10.7 

8.3 

12.1 

8.0 

12.0 

8.7 

12.4 

男性（ 761）

女性（1,125）

男性（ 761）

女性（1,125）

男性（ 761）

女性（1,125）

男性（ 761）

女性（1,125）

(%)職場になかった
働いたことがない

無回答

取得した

ことがある

育児休業

取得しなくても

対応できた

周囲の事情などにより

取得できなかった

取得する必要がなかった

子の看護休暇

介護休業

介護休暇

n

男性が育児・介護休業を取得しづらい理由は、「職場に取りやすい雰囲気がないから」（56.1%）

が最も多く、次いで「取ると仕事上周囲の人に迷惑がかかるから」（54.4%）、「男性が取ること

について社会全体の認識が十分にないから」（47.3%）などの順となっている。 

育児休業、介護休業等の取得状況は、すべての項目で「取得する必要がなかった」が約半数

を占め、「取得したことがある」は『育児休業』の女性（12.0%）が１割を超えるものの、その

他は５%以下と低くなっている。 
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（８）男女とも仕事と家庭の両立に必要なこと 

 

 

 

 

 Ⅳ 社会参画ついて  

（１）女性が政策・方針決定の場に進出することについての考え 

 

   

60.9 

41.3 

39.3 

38.7 

27.0 

25.7 

25.1 

2.0 

3.0 

2.0 

0 20 40 60 80 (%)

育児・介護休業制度を取得しやすい環境をつくる

在宅勤務やフレックスタイム制度など、柔軟な勤

務制度を導入する

地域の保育施設や保育時間の延長など保育制度を

充実する

年間労働時間を短縮する

わからない

その他

無回答

女性が働くことや男性が家事をすることに対し、

家族や周囲の理解と協力がある

育児休業・介護休業中の賃金その他の経済的支援

を充実する

育児や介護のために退職した人を再雇用する

（n=1,978）

87.7 

32.7 

23.9 

16.9 

6.1 

2.1 

1.4 

1.8 

0 20 40 60 80 100 (%)

意欲と能力のある女性は、どんどん役職に就い

てほしい

女性の特性が生かせる、女性の多い職場や地域

活動で、役職に就いた方がよい

家事や子育て、介護などの負担が大きいため、

女性が役職に就くのは難しい

現状では、役職に就くことのできる経験や能力

を備えた女性が少ない

わからない

その他

無回答

女性も役職に就いた方がよいが、自分の上司は

男性がよい

（n=1,978）

仕事と家庭の両立に必要なことは、「育児・介護休業制度を取得しやすい環境をつくる」

（60.9%）が最も多く、次いで「在宅勤務やフレックスタイム制度など、柔軟な勤務制度を導入

する」（41.3%）、「育児休業・介護休業中の賃金その他の経済的支援を充実する」（39.3%）など

の順となっている。 

「意欲と能力の有る女性は、どんどん役職に就いてほしい」（87.7%）が最も多く、次いで「女

性の特性が生かせる、女性の多い職場や地域活動で、役職に就いた方がよい」（32.7%）、「家事

や子育て、介護などの負担が大きいため、女性が役職に就くのは難しい」（23.9%）などの順と

なっている。 
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（２）女性が政策・方針決定の場に進出するために必要なこと 

 

 
 

（３）ポジティブ・アクションについての考え方 

 

 

 

  

43.0 

42.1 

40.0 

36.8 

30.1 

24.5 

19.2 

13.4 

7.4 

2.6 

2.7 

0 10 20 30 40 50 (%)

行政・企業の管理職に女性を増やす

女性自身が政策・方針決定の場に参画する

ことへの関心を高める

家事や子育てなど家庭内での責任を男女が

バランスよく分かち合う

行政の審議会などに女性委員を増やす

わからない

その他

無回答

女性が学習・研修・能力開発をする機会を

充実させる

男性が男女共同参画について学ぶ機会を充

実させる

自治会など地域団体の長や役員に女性を増

やす

女性の活動を支援する団体に情報提供した

り、活動を支援させる

（n=1,978）

21.7 

21.9 

22.0 

30.5 

27.5 

32.4 

28.7 

24.3 

32.0 

11.6 

16.2 

8.8 

5.1 

8.8 

2.5 

2.5 

1.3 

2.3 

全体（1,978）

男性（ 761）

女性（1,125）

(%)どちらかといえば賛成

反対
無回答

賛成
n

どちらともいえない

どちらかと

いえば反対

賛 反

成 対

(計) (計)

49.4 25.0

52.2 16.7

54.4 11.3

（注記）『賛成（計）』は、「賛成」「どちらかといえば賛成」の合計

『反対（計）』は、「反対」「どちらかといえば反対」の合計

「行政・企業の管理職に女性を増やす」（43.0%）が最も多く、次いで「女性自身が政策・方

針決定の場に参画することへの関心を高める」（42.1%）、「家事や子育てなど家庭内での責任を

男女がバランスよく分かち合う」（40.0%）などの順となっている。 

ポジティブ・アクション（積極的改善措置）の考え方について、『賛成（計）』が 52.2%、「ど

ちらともいえない」が 28.7%、『反対（計）』が 16.7%となっている。 

性別でみると、『賛成（計）』は女性（54.4%）が男性（49.4%）を５ポイント上回っている。 
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 Ⅴ 配偶者などからの暴力について  

（１）暴力として認知される行為 

 

 

 

 

  

82.8 

94.6 

63.3 

93.9 

48.5 

45.3 

58.8 

80.6 

70.5 

71.6 

78.2 

13.6 

2.2 

29.9 

2.8 

42.7 

40.3 

28.9 

14.8 

20.9 

22.0 

15.7 

0.7 

0.4 

3.3 

0.4 

5.5 

10.8 

8.7 

1.4 

5.1 

3.2 

2.8 

2.9 

2.8 

3.5 

2.8 

3.2 

3.5 

3.6 

3.3 

3.5 

3.1 

3.3 

(%)

暴力にあたる場合も、そう

でない場合もあると思う

暴力に当たる

とは思わない

無回答
どんな場合でも暴力にあたると思う（n=1,978）

体を傷つける可能性のあるもので

なぐる

なぐるふりをして、おどす

刃物などを突きつけて、おどす

平手で打つ、足でける

何を言っても長時間無視し続ける

交友関係や電話、メール、郵便物

を細かく監視する

いやがっているのに性的な行為を

強要する

大声でどなる

見たくないのに、ポルノビデオや

雑誌を見せる

「誰のおかげで生活できるんだ」、

「かいしょうなし」などと非難する

必要な生活費を渡さないなど、

経済的に弱い立場に立たせる

配偶者などに対して行われた行為で暴力にあたる行為は、『体を傷つける可能性のあるもので

なぐる』、『刃物などを突きつけて、おどす』は「どんな場合でも暴力にあたると思う」が９割

を超え、『平手で打つ、足でける』、『いやがっているのに性的な行為を強要する』、『必要な生活

費を渡さないなど、経済的に弱い立場に立たせる』なども約８割を占めている。一方、『大声で

どなる』、『何を言っても長時間無視し続ける』は「どんな場合でも暴力にあたると思う」が半

数を下回り、『何を言っても長時間無視し続ける』は「暴力に当たるとは思わない」も１割を超

え、他の項目に比べ多くなっている。 
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（２）配偶者などからの被害経験 

 

 

 

（３）命の危険を感じたこと 

 

 

 

（４）暴力についての相談状況 

 
  

1.9 

4.0 

1.4 

3.1 

0.3 

3.5 

0.7 

3.2 

9.1 

12.6 

2.7 

7.6 

1.0 

7.3 

1.4 

4.0 

75.4 

69.4 

82.0 

74.2 

84.7 

74.3 

83.9 

78.0 

13.7 

14.0 

13.8 

15.0 

14.0 

14.8 

14.0 

14.8 

男性（ 694）

女性（1,064）

男性（ 694）

女性（1,064）

男性（ 694）

女性（1,064）

男性（ 694）

女性（1,064）

(%)１、２度ある まったくない 無回答

何度もある

n
身体的暴力

精神的暴力

性的暴力

経済的暴力

16.9 

13.0 

18.1 

77.3 

81.5 

76.0 

5.8 

5.4 

5.9 

全体（362）

男性（ 92）

女性（254）

(%)感じたことがある 感じたことはない

無回答

n

配偶者などからの暴力の被害経験は、すべての項目で男性より女性の方が多く、『なぐられた

り、けられたり、物を投げつけられたり、突き飛ばされたりするなどの身体に対する暴行を受

けた』（身体的暴力）が 16.6%（１度以上ある）で最も多くなっている。 

全体では、「感じたことがある」が 16.9%、「感じたことはない」が 77.3%となっている。 

性別でみると、「感じたことがある」は女性（18.1%）が男性（13.0%）を約５ポイント上回っ

ている。 

全体では、「相談した」が 31.5%、「相談できなかった」が 10.5%、「相談しようとは思わなか

った」が 46.7%となっている。 

性別でみると、女性は「相談した」（38.2%）が約４割を占め、「相談しようとは思わなかった」

（37.8%）を上回るのに対し、男性は「相談した」（13.0%）が１割台にとどまっている。 
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（５）相談相手（場所） 

 

 

 

（６）相談しなかった理由 

   

31.5 

13.0 

38.2 

10.5 

5.4 

11.8 

46.7 

71.7 

37.8 

11.3 

9.8 

12.2 

全体（362）

男性（ 92）

女性（254）

(%)無回答
n

相談した 相談できなかった 相談しようとは思わなかった

64.0 

62.3 

10.5 

9.6 

8.8 

7.9 

6.1 

1.8 

0.0 

1.8 

0.0 

54.0 

66.0 

9.0 

6.0 

7.0 

2.0 

7.0 

3.0 

0.0 

2.0 

1.0 

72.0 

57.0 

4.3 

7.5 

9.7 

0.0 

7.5 

2.2 

1.1 

2.2 

0.0 

0 20 40 60 80

家族・親戚

友人・知人

さいたま市の相談窓口・電話相談など

警察

医師・カウンセラー

民間の相談機関

弁護士

さいたま市以外の公的機関

人権擁護団体・委員

その他

無回答

さいたま市【H28年度】（n=114）

さいたま市【H23年度】（n=100）

さいたま市【H18年度】（n= 93）

(%)

 相談した人（場所）は、「家族・親戚」（64.0%）と「友人・知人」（62.3%）が６割を超え、「さ

いたま市の相談窓口・電話相談など」（10.5%）以下の項目を大きく上回っている。 

過去の調査結果と比較すると、「家族・親戚」は平成 23 年度を 10 ポイント上回り、「さいた

ま市の相談窓口・電話相談など」もやや増加傾向にある。 

相談しなかった理由は、「相談するほどのことではないと思ったから」（57.5%）が最も多く、

次いで「相談しても無駄だと思ったから」（21.7%）、「自分に悪いところがあると思ったから」

（21.7%）などの順となっている。 

平成 23 年度の調査結果と比較すると、「自分さえ我慢すればなんとかやっていけると思った

から」や「恥ずかしくて誰（どこ）にも言えなかったから」などが増加している。 
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（７）配偶者などの間における暴力を防止するために必要なこと 

 

 

 

  

21.7 

21.7 

21.3 

20.8 

13.0 

8.7 

8.2 

8.2 

2.4 

1.4 

57.5 

4.8 

1.9 

22.3 

21.4 

13.2 

15.9 

10.0 

8.6 

5.9 

8.6 

3.2 

3.2 

55.9 

4.1 

5.9 

0 20 40 60 80

さいたま市【H28年度】（n=207）

さいたま市【H23年度】（n=220）

(%)

相談しても無駄だと思ったから

自分に悪いところがあると思ったから

自分さえ我慢すれば何とかやっていけると思ったから

他人を巻き込みたくないから

恥ずかしくて誰（どこ）にも言えなかったから

相談したことがわかると、もっとひどい暴力を受けると思ったから

相談するほどのことではないと思ったから

その他

無回答

思い出したくないから

誰（どこ）に相談したらよいかわからなかったから

世間体が悪いから

相談窓口の担当者の言動により、不快な思いをすると思ったから

63.3 

54.3 

48.2 

41.6 

37.5 

33.5 

32.4 

27.5 

13.7 

3.8 

2.6 

4.1 

0 20 40 60 80 (%)

被害者が早期に相談できるよう、身近な相

談窓口を増やす

学校・大学で児童・生徒・学生に対し、暴

力を防止するための教育を行う

家庭で保護者が子どもに対し、暴力を防止

するための教育を行う

メディアを活用して、広報・啓発活動を積

極的に行う

加害者への罰則を強化する

地域で、暴力を防止するための研修会、イ

ベントなどを行う

その他

特にない

無回答

暴力を振るったことのある者に対し、二度

と繰り返さないための教育を行う

被害者を発見しやすい立場にある警察や医

療関係者などに対し、研修や啓発を行う

暴力を助長するおそれのある情報（雑誌、

コンピューターソフトなど）を取り締まる

（n=1,978）

配偶者などの間における暴力を防止するためには、「被害者が早期に相談できるよう、身近な

相談窓口を増やす」（63.3%）が最も多く、次いで「学校・大学で児童・生徒・学生に対し、暴

力を防止するための教育を行う」（54.3%）、「家庭で保護者が子どもに対し、暴力を防止するた

めの教育を行う」（48.2%）などの順となっている。 
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 Ⅵ 性について  

（１）性別についての悩みの有無 

 

 

 

（２）性に関する教育を始める時期 

 

 

 

  

1.6 

94.3 

4.1 

ない

94.3%

無回答

4.1%

ある

1.6%

（n=1,978）

78.3 

14.0 

1.3 

1.3 
2.8 

2.3 

小学校高学年から

78.3%

教育をする必要はない

1.3%
無回答

2.3%

中学生から

14.0%

（n=1,978）

高校生から

1.3%

その他

2.8%

自身の性別について悩んだことが「ある」は 1.6%、一方、「ない」は 94.3%となっている。 

性に関する教育を始める時期は、「小学校高学年から」（78.3%）が最も多く、次いで「中学生

から」（14.0%）、「高校生から」（1.3%）、「教育をする必要はない」（1.3%）などの順となってい

る。 
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 Ⅶ 市の男女共同参画の推進に関する施策について  

（１）市の施策や制度の認知度 

 

 

 

（２）男女共同参画社会情報誌「Ｙｏｕ＆Ｍｅ～夢～」を読んだ経験 

 

 

 

  

3.4 

1.6 

1.5 

1.2 

3.1 

1.9 

31.5 

16.6 

13.5 

11.6 

24.6 

14.4 

63.2 

79.4 

82.4 

84.6 

69.7 

81.2 

1.8 

2.4 

2.5 

2.6 

2.6 

2.5 

(%)

聞いたことはあるが、

内容は知らない 知らない

無回答

知っている

（n=1,978）

第３次さいたま市男女共同参画の

まちづくりプラン

第２次さいたま市ＤＶ防止基本計画

さいたま市男女共同参画の

まちづくり条例

さいたま市男女共同参画苦情処理制度

パートナーシップさいたま広報誌

「鐘の音」

さいたま市男女共同参画推進センター

（パートナーシップさいたま）

10.2 

5.3 

13.4 

87.9 

94.0 

84.8 

1.9 

0.8 

1.8 

全体（1,978）

男性（ 761）

女性（1,125）

(%)読んだことはない

無回答読んだことがある

n

市が行っている６つの男女共同参画推進施策や制度に関する言葉について、いずれも「知っ

ている」は数パーセントとなっている。一方、「知らない」は、さいたま市男女共同参画苦情処

理制度、第２次さいたま市ＤＶ防止基本計画、パートナーシップさいたま広報誌「鐘の音」で

８割を超え、特に多くなっている。 

男女共同参画社会情報誌「Ｙｏｕ＆Ｍｅ～夢～」を「読んだことがある」が 10.2%、「読んだ

ことはない」が 87.9%となっており、「読んだことがある」は女性（13.4%）が男性（5.3%）を約

８ポイント上回っている。 
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（３）男女共同参画社会情報誌「Ｙｏｕ＆Ｍｅ～夢～」を読んだ感想 

 

 

 

（４）男女共同参画推進センターに期待すること 

 

   

6.0 

10.0 

5.3 

43.3 

40.0 

43.7 

35.8 

30.0 

37.1 

8.0 

12.5 

7.3 

6.5 

5.0 

6.6 

0.5 

2.5 

0.0 

全体（201）

男性（ 40）

女性（151）

(%)n

49.3 14.5

50.0 17.5

49.0 13.9

参 参
考 考
に に
な な
っ ら
た な

か
っ
た

(計) (計)まあまあ参考になった

無回答

とても参考

になった どちらとも

いえない

あまり参考に

ならなかった

参考になら

なかった

36.8 

35.6 

28.0 

23.3 

19.9 

19.3 

19.1 

13.4 

23.8 

2.2 

3.8 

29.5 

30.9 

22.5 

20.0 

13.2 

18.8 

12.7 

9.8 

29.0 

2.1 

4.7 

0 10 20 30 40

【H28年度】（n=1,978）

【H23年度】（n=2,162）

(%)

男女共同参画に関する情報の収集・提供

女性相談窓口の充実

就職講座や起業講座などによる女性の就業支援

講座・講演会などの企画・開催

男女共同参画に関する問題の調査・研究の充実

わからない

その他

無回答

男女共同参画リーダーの育成

男性相談窓口の充実

自主的な学習活動・ＮＰＯ・ボランティアの活動支援

男女共同参画社会情報誌「Ｙｏｕ＆Ｍｅ～夢～」を読んだ感想は、『参考になった（計）』が

49.3%、一方、『参考にならなかった（計）』は 14.4%となっている。 

性別でみると、「とても参考になった」は、男性（10.0%）が女性（5.3%）の約２倍となって

いる。 

一方で、『参考にならなかった（計）』も、男性が女性よりやや多くなっている。 

「男女共同参画に関する情報の収集・提供」（36.8%）が最も多く、次いで「女性相談窓口の充

実」（35.6%）、「就職講座や起業講座などによる女性の就業支援」（28.0%）などの順となってい

る。 

平成 23 年度の調査結果と比較すると、すべての項目が増加しており、上位３項目に加え「男

女共同参画に関する問題の調査・研究の充実」（19.9%）、「男性相談窓口の充実」（19.1%）など

も５ポイント以上多くなっている。 
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（５）男女共同参画社会実現のために市が力を入れていくべきこと 
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40.9 
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32.5 

18.6 

14.8 

11.5 

8.3 

8.1 

4.0 

1.3 

3.3 

0 10 20 30 40 50 60 (%)

だれもが安心して暮らせるまちづくり

男女が仕事と家庭の生活・地域活動の

両立をすすめるまちづくり

社会における制度や慣行を見直し、

多様な生き方ができるまちづくり

男女が互いの性を理解・尊重し、健康

な生活を営むことができるまちづくり

政策・方針決定過程への男女共同参画

をすすめるまちづくり

わからない

その他

無回答

国際社会の一員として国際的協調を

すすめるまちづくり

男女共同参画推進体制の充実を図る

まちづくり

女性に対する暴力のないまちづくり

人権を尊重しあい男女平等をすすめる

まちづくり

（n=1,978）

「だれもが安心して暮らせるまちづくり」（58.8%）が最も多く、次いで「男女が仕事と家庭

の生活・地域活動の両立をすすめるまちづくり」（40.9%）、「人権を尊重しあい男女平等をすす

めるまちづくり」（37.8%）などの順となっている。 
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